
事業番号 - - -

（ ）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「機構」）の活動の円滑化に資するため、機構の原子力発電施設等の所在する都道府県（以下、「所在県」）の区域内におけ
る、所在県が行う科学技術の振興のために必要な資金を補助している。当該地域に密着した科学技術振興に資する事業に対して補助を行っており、本補助金を活用して得られた
研究成果を学会発表などで公表、県内企業との共同研究等により技術移転を行うなど、着実に事業が実施されている。

令和6年度要求

-

-

-

1,868.8

　

　

(目)

0

電源立地等推進対策補助金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
95%

主な増減理由（・要望額・予備費）

91%

令和6年度要求

事業概要URL －

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,766.1

1,869

109%

執行率（％）
=(G)/(F)

98% 98% 98%

電源立地対策費

2023 文科 22 0331

文部科学省

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

本事業は、電源立地対策として、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の原子力発電施設等の所在する都道府県における科学技術振興のための調査、試験研究及び基
盤整備に対して補助を行うことにより、地域に密着した科学技術振興のための研究・開発・利用の基盤整備を対して財政上の措置を行うことで、原子力発電施設等の設置及び運
転の円滑化を図る。

原子力課 原子力課長　　奥　篤史

会計区分 エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律施行令
第51条第1項第15号

関係する
計画、通知等

エネルギー基本計画（平成30年7月3日閣議決定）

事業名 特別電源所在県科学技術振興事業補助金 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-5 国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 エネルギー対策費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_9-5.pdf

定額

平成4年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

1,868.8

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 1,802 1,802 1,802.1 1,766.1 1,868.8

- 63 199

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

本事業は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の原子力発電施設等がその区域内に設置されている都道府県（電源立地地域）に対し、当該都道府県内における科学技
術振興のための調査・試験研究（試験研究事業）及び設備備品の整備（整備事業）の実施に要する費用に充てるための補助金（補助金額は交付要綱において規定）を交付するも
のである。（補助率：定額）

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,708 1,635 1,966

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,739 1,666 2,001.1 1,766.1

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 63 ▲ 199 - -

1,766

0

補助事業者の事業計画による。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 76 43 64

目標値 件 110 84 68

達成度 ％

試験研究事業の実施をとおして得られ
た研究成果の公表

研究発表（論文）数及び成果
の公表数

成果実績 件 652 627

592.7

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の原子力発電施設等がその区域内に設置されている都道府県（電源立地地域）に対し、当該都道府県内における科
学技術振興のための調査・試験研究（試験研究事業）の実施に要する費用に充てるための補助金を交付する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

補助事業者へ実績数を調査

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

127

活動目標 活動指標

129

年度

108 155

定量的な成果指標 単位

件 129

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

試験研究事業の実施
試験研究事業により実施した
研究テーマ件数

活動実績

- 年度

研究成果を活用した県内企業における
製品化（実用化）、県内企業との共同研
究等を通じ、電源立地地域の科学技術
の振興を図る。

技術移転・共同研究数
※成果実績は、技術移転等をした研
究成果に係る研究を実施した年度に
計上しているため、経年により増加す
る見込み 達成度

単位 令和2年度

69.1

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

補助事業者へ実績数を調査

令和2年度 令和3年度

51.2

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

143

-

465

5

この研究成果を活用し、県内企業との共同研究の実施や県内企業が実用化をすることなど、研究成果の更なる発展があるかを把握する。

-

94.1％

601

目標値 件 110

580.6 387.7

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

136

当事業にて調査または試験研究を実施した結果で、有効な成果が出た調査または研究の成果が得られたのかを把握する。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

120120 123

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

82 78 86 -

目標値 件 0 17 15 -

達成度 ％ - 458.8 573.3 -

成果実績 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

補助事業者へ実績数を調査

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

研究成果を活用した県内企業における
製品化（実用化）、県内企業との共同研
究等を通じ、電源立地地域の科学技術
の振興を図る。

技術移転・共同研究数
※成果実績は、技術移転等をした研
究成果に係る研究を実施した年度に
計上しているため、経年により増加す
る見込み

- 1,159.4 1,636.8 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

補助事業者へ実績数を調査

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

この研究成果を活用し、県内企業との共同研究の実施や県内企業が実用化をすることなど、研究成果の更なる発展があるかを把握する。

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
整備した設備備品等が科学技術の振興の用に供されているかという観点で、県で行う試験研究に使用され、成果が出ているかを把握する。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

整備事業により整備した設備備品等を
活用した試験研究の実施をとおして得
られた研究成果を公表

研究発表（論文）数及び成果
の公表数

成果実績 件 457 371 311 -

目標値 件 0 32 19 281

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の原子力発電施設等がその区域内に設置されている都道府県（電源立地地域）に対し、当該都道府県内における科
学技術振興のための設備備品の整備（整備事業）の実施に要する費用に充てるための補助金を交付する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

整備事業の実施
整備事業により整備した設備
備品等件数

活動実績 件 192 181 171 - -

当初見込み 件 162 165 143 165 158

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 276

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 459

平成25年度 276

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

-

現状通り

現状通り

266

平成30年度 275

平成23年度 512

引き続き、電源立地対策の一環として、交付先である都道府県（電源立地地域）における地域に密着した科学技術振興を効果的に支援していくとともに、交付要綱
で提出を義務付けた事業評価報告書を踏まえ、より効果的な事業実施に努めていく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 263

平成29年度 270

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0271

0293

令和4年度 2022 文科 21 0296

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0269

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

本事業は、電源立地対策の一環として、電源立地地域のニーズ等について最も知見を有す
る都道府県により企画・実施される、当該地域に密着した科学技術振興に資する事業に対
して補助を行うものであり、本補助金を活用して得られた研究成果は、学会発表や機関誌
等により広く公表されるとともに、研究成果を活用した県内企業における製品化（実用化）、
県内企業との共同研究等の件数は概ね順調に推移しており、地域に密着した科学技術の
振興が効果的に行われている。なお、補助金の執行に当たっては、交付先である都道府県
において、関係法令や交付要綱等に基づき、事業の目的に沿った使用がなされている。

この事業は、事業所管部局による自己点検の結果を踏まえ、特段の見直しは要しないものと考えられる。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省
1,966百万円

原子力発電施設等の所在する都道府県に対し、当該都道府県内における
科学技術振興のための調査、試験研究及び基盤整備に対して補助金を交付

Ａ 電源地域振興促進事業費

補助金事業

（特別電源所在県科学技術

振興事業補助金事業）

739百万円（茨城県）

茨城県内における科学技術振興

のための試験研究及び整備事業

を実施

B 電源地域振興促進事業費

補助金事業

（特別電源所在県科学技術

振興事業補助金事業）

753百万円（福井県）

福井県内における科学技術振興

のための試験研究及び整備事業

を実施

C 電源地域振興促進事業費

補助金事業

（特別電源所在県科学技術

振興事業補助金事業）

474百万円（岡山県）

岡山県内における科学技術振興

のための試験研究及び整備事業

を実施

〔補助〕 〔補助〕 〔補助〕



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

246

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

試験研究費 公設試験研究機関等で行う試験研究のための経費 279 維持費 公設試験研究機関等で使用している設備の保守点検等 326

設備備品整備費 公設試験研究機関等で使用する設備の整備

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

維持費 公設試験研究機関等で使用している設備の保守点検等 205
設備備品整備
費

計 739 計 753

公設試験研究機関のネットワークシステム維持・運営 34

255 試験研究費 公設試験研究機関等で行う試験研究のための経費

公設試験研究機関等で使用する設備の整備 147

運営費

試験研究費 公設試験研究機関等で行う試験研究のための経費 133

設備備品整備費 公設試験研究機関で使用する設備の整備 324

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

付帯雑費 研究成果発表会の開催経費等 2

維持費 公設試験研究機関で使用している設備の保守点検等 15

計 474 計 0

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 茨城県 2000020080004
茨城県内における科学技術振興のための
試験研究及び整備事業を実施 739 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福井県 4000020180009
福井県内における科学技術振興のための
試験研究及び整備事業を実施 753 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 岡山県 4000020330001
岡山県内における科学技術振興のための
試験研究及び整備事業を実施 474 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

